














































































































































































































































































































































































































































































































募集定員 入学者数 募集定員 入学者数 募集定員 入学者数 募集定員 入学者数 募集定員 入学者数 
平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度 
学校教育専攻 























































































科 目 等 必修単位 選択単位 必修単位 選択単位 
学校教育専攻 教科教育専攻 
学校教育専攻科目     
教科教育専攻科目      
課　題　研　究     
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表６　　 
表４　修了者数 



























































  ◇　平成７年度修了者 



























修了者 現職復帰 教員 公務員 進学 企業等 他 
7
15
22
4
4
8
1
1
1
1
1
1
2
4
4
1
5
6
504
第Ⅱ部　部局編
（1）未設置教科について
平成９年度より音楽教育専修が新たに発足し、本
学部ではこの時点で９つの教科教育専修が設置され
たことになる。残るは社会科教育専修と英語教育専
修となり、平成13年度の開設を目指して鋭意努力の
結果、念願かない平成13（2001）年４月に当該２専
修に教育学研究科が設置された。現在（平成14年）
の教育学研究科の募集人数は38人となっている。
その一方で、教員養成大学・学部では教員就職率
の低下に伴う学生数の削減が年次的に進行してお
り､ 本学部でも平成９年度には学生定員50名を削減
した。それに伴って教員数の減少も余儀なくされた。
現在（平成14年４月現在）では、学校教員養成課程
100名、零免課程70名の計１学年170名の学生と教室
94名の組織となっている。
（2）大学院教育・研究の充実について
上記の実情の一方で、新たな時代の進展に即した
大学院教育のいっそうの充実が求められている。本
学部の修士課程は、現在のところ応募者数及び入学
状況はひとまず良好といえそうではあるが、実際は
必ずしも設置の主旨に見合った院生が入学している
とは限らない。
その一端は、毎年のように退学者が出ていること
によっても明らかである。より多くの応募者の中か
ら、教育・研究に意欲と情熱とを有する有能な院生
の選考がなされなければならない。
それと同時に、院生が独創的な夢を抱き、充実し
た教育・研究が実現されるよう、教員側にあっても
その授業内容や研究環境の整備に対する不断の改善
の努力がなされなければならない。そのため、教員
自らが日々に自己点検評価し、理想に向かって努力
する必要があろう。
（3）昼夜開校大学院について
現在の大学院応募状況からみて、応募者数の飛躍
的な増加が期待できない。しかし、現職教員の大学
院派遣希望者は多い。富山県は、高速道路の利用等
を考慮すれば、約１時間以内で富山大学に通学可能
第５節　課題と展望
な、小じんまりとまとまった県である。大学院を夜
も開校することによって、現職教員はいうまでもな
く、リカレント教育あるいはリフレッシュ教育の一
貫として、多くの勤労者が大学院に在籍し、新鮮な
学問・研究に触れる機会を得ることが可能となる。
勤労者の大学院入学は、学生や教員にも有形無形
の刺激を提供し、学部の活性化にも役立つものと考
えられる。学部学生数の削減をむしろ好機と捉え、
その代替措置を広範囲な院生の入学増に求めること
は、本学部の大学院大学の色彩を強めるものとなり、
より高度な学問研究の場に転換するものとして期待
できるのである。
（4）博士課程設置について
平成８年度において、連合方式による東京学芸大
学大学院連合学校教育学研究科および兵庫教育大学
大学院連合学校教育学研究科の二つが設置されたこ
とから、他の地域でも連合方式による博士課程設置
の気運が高まっている。たとえば、関西地区では大
阪教育大を中心として、また、中部地区では愛知教
育大を中心として、それぞれ連合大学院構想が計画
されている。
本教育学部も、愛知教育大学大学院連合教育学研
究科（博士課程）設置に協力することとなった。現
在、この設置に参画しているのは富山大学の他、愛
知教育大、山梨大、信州大、三重大、岐阜大、静岡
大である。この他、福井大、金沢大の参画も大いに
期待されている。
本学部では、平成10年度の概算要求事項の中に調
査費を盛り込み、積極的に博士課程設置に取り組む
姿勢をみせている。しかし、前記の各大学が必ずし
も足並みを揃えているわけではなく、今後連合大学
院設置については紆余曲折が予想される。
また、現在文部省は、先発の二つの連合大学院の
入学や就職の実態とその成果を踏まえながら、教員
養成大学・学部における新しい博士課程の設置の場
所や規模等について検討したいと慎重な姿勢を崩し
ていない。しかし、設置を希望する意志表示を内外
にアピールすると同時に、設置の準備を着実に進め
ておくことは必要である。
このような認識から、平成９（1997）年４月には
愛知教育大学大学院連合教育学研究科（博士課程）
ゼロ
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設置構想委員会が発足し、準備が着々と整いつつあ
る。そして、平成11年に調査費が認められれば、同
委員会は準備委員会に名称を替え、平成12年度の概
算要求に、愛知教育大学大学院連合教育学研究科
（博士課程）設置を盛り込むことになる。
いずれにしろ、前記の目的遂行のためには、愛知
教育大学の構想に参画する各大学の積極的な協力が
必要であると同時に、先発の二つの連合大学院に対
する援助・協力、さらには、文部省への、将来の我
が国の教育の指導者養成の理想的在り方を踏まえた
理論的説得が不可欠であろう。
教育学部
